
週間国際経済2015（38）  12／16～１２／２２ 

 

12/16・新興国相次ぎ利上げ 南アとペルーは0.25％ 米利上げに警戒感 

   

12/17・与党税制大綱決まる 法人税率29.97％ 稼ぐ企業有利に 

    赤字なら負担重く、事業整理の前倒しなど迫られる 

    ・訪日客、出国者を上回る 今年45年ぶり逆転確実 

  ・思いやり予算（在日米軍駐留費の日本側負担）総額9465億円で合意 

    米軍負担増に配慮 133億円増額 

  ・保育士確保で緊急対策（厚労省） 一時金で復職促す 

  ・米、原油輸出解禁へ 40年ぶり、与野党が合意 原油安の圧力強まる ＜１＞ 

  ・米、9年半ぶり利上げ（16日） 0.25％、ゼロ金利解除 ＜２＞ 

    

12/18・米利上げ 市場、ひとまず好感 金融政策、脱・危機へ一歩 

    FRB「緩和状態を維持」 低インフレ懸念なお 巨額資産、圧縮は急がず 

  ・米に追随 新興国利上げ メキシコ7年ぶり チリ・中東も  

    トルコなど債務問題懸念 通貨安の影 成長見通し揺らぐ 

  ・日銀、金融緩和を補強 上場投資信託の購入拡大 

 

12/19・補正予算3.3兆円閣議決定 一億総活躍やTPP対策 選挙控えバラマキも＜３＞ 

    低所得高齢者1100万人に3万円給付 農家再編へ1100億円 

  ・IMF中国出資比率引き上げ３位 米議会が承認（18日） 

    ラガルド専務理事、新興国だけ増資「米国外し」恐れ米与野党合意 

 

12/21・民主党「一億総活躍」に対抗 参院選、格差是正が柱 ＜４＞ 

    児童手当など厚く 富裕層課税を財源に 

  ・日経「社長100人アンケート」内部留保「M&Aに」44％ 

    株主還元も4割超 「賃上げ」14％どまり 政府要求「違和感」43％ 

  ・米ASEAN首脳会談へ 2月にも 対中国、結束固める 

 

12/22・中国、景気下支え強化 中央経済工作会議 減税など政策動員 

    財政赤字の拡大容認し、6.5％以上の成長を死守 

  ・TPP効果14兆円 政府試算、当初（2013年試算）の４倍に 

   

   

 

 

 

 

 



 


